
（参考様式１-１）

計　画　主　体　名 計　画　期　間

まにわし

岡山県真庭市 令和5年度～令和7年度

＜連絡先＞

担当課 電話番号 ＦＡＸ番号 メールアドレス

真庭市北房振興局地域振興課 0866-52-2111 0866-52-4496 chiiki_hb@city.maniwa.lg.jp

【記入要領】

計画主体名 ・市町村名にはふりがなをふること。

・共同で作成する場合は、全ての計画主体を掲げるとともに、代表となる計画主体には（代表）と記載すること。

計画期間 ・計画期間は活性化計画の計画期間を記入すること。

連絡先 ・共同計画の場合は行を追加し、全ての計画主体の連絡先を記入すること。

メールアドレス ・当該交付金に係る連絡に利用できるメールアドレスを記入すること。

農山漁村発イノベーション等整備事業（定住促進対策型、交流対策型）事業実施計画

mailto:chiiki_hb@city.maniwa.lg.jp


Ⅰ　事業活用活性化計画目標

Ⅱ　評価指標

具体的数値目標

14,951千円
本事業により整備する農産物直売所における地
域産物の販売額の増加額（14,951千円）＝(72,233
千円）【目標値】－（57,282千円）【現状値】

事業活用活性化計画目標 事業活用活性化計画目標の設定根拠

高品質な農産物等の販売・交流人口の増加

　計画区域は、コシヒカリを軸とした稲作のほか、きゅうりやミニトマト等施設園芸、さらにはピオーネや
シャインマスカット等の果樹作が盛んな地区であるが、一定数の新規就農者等の定住はあるものの、
農家人口の減少や高齢化による担い手不足により地域農業の衰退が課題となっている。また、観光
案内機能を有する既存の直売施設については、県内はもとより関西圏から多くの来客があるが、売場
面積は狭く、老朽化も顕著であり十分な機能が発揮できていない。
　そこで、本計画では市外・県外からでもアクセスが良好な現在の場所に直売所機能を拡充させた直
売施設を計画している。具体的には、本市の南の玄関口としての立地を生かした観光案内機能の拡
充により、自然環境や史跡等の観光資源をフル活用した交流人口の増加、売場面積を拡大し、市内
直売所及びJA晴れの国岡山が計画する県内直売所間の商品交流を活用した農産物や加工品等品
揃えを充実させるなど売上拡大を図り、農業生産の拡大及び小規模農家の生きがい対策など地域農
業の活性化を目指すもの。

地域産物の販売額の増加

第１評価指標の設定根拠

第１評価指標（必須） 具体的数値目標の算出方法



具体的数値目標

7,571人

計画区域における交流人口の増加数（7,571人）＝
（計画区域外からの入込客数(36,578人)【目標値】
-計画区域外からの入込客数（29,007人）【現状
値】

具体的数値目標

2件
令和6年度から令和8年度の期間内において地域
農産物を活用した加工品等新たな商品開発（2件）
＝（2件）【目標値】－（0件）【現状値】

評価報告予定年（評価期間の終了直後の９月末日まで）

令和9年

交流人口の増加

第２評価指標の設定根拠

加工品の商品開発

第３評価指標の設定根拠

活性化計画区域内の農事組合法人、農業生産法人、JA女性部等と連携し、当該区域内において生産されている農産物を活用した加工品の開発を令和6年
度から令和8年度までの3年間で2件とする。

評価期間（原則として３年間の効果発現状況を把握する期間）

令和6年4月～令和9年3月

第２評価指標（任意） 具体的数値目標の算出方法

第３評価指標（必須） 具体的数値目標の算出方法



Ⅲ　温室効果ガス排出量の削減目標

【記入要領】

全般 ・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

事業活用活性化計画目標 ・事業活用活性化計画目標の項目は実施要領別記３の別紙に掲げる項目から選択するものとする。

評価指標 ・評価指標の記載に当たっては実施要領別記３及び「事業活用活性化計画目標の評価指標の設定について」により記入すること。

温室効果ガス排出量削減目標・発電施設の整備を実施する場合に記載

※実施要領別記３の第４の３の（１）のイに記載の発電施設の単独設置を実施する場合、Ⅰ及びⅡは記載不要。

温室効果ガス排出量削減目標 温室効果ガス排出量削減目標の設定根拠



Ⅳ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

事業メニュー名 地区名 事業内容 事業規模等 実施期間 事業実施主体
全体事業費

（千円）
交付金要望額

（千円）
交付額

算定交付率
交付限度額

（千円）
活性化計画の目標及び

事業活用活性化計画目標との関連性
備考

地域連携販売力
強化施設

北房地区
農産物直売所施
設：1棟

直売所延べ床面
積332㎡

令和5年度
晴れの国岡山農
業協同組合

107,360 49,780 1/2 49,780 

活性化計画では農産物直売所を地域内に整備
し、地域活性化につなげるため、地域産物の販
売額の増加を目標としている。事業活用活性化
計画目標においても農林水産物の販売促進を
目標としており、密接な関連性がある。

【記入要領】

・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

・創意工夫発揮事業である場合は、事業内容欄に一体として行う事業メニュー名及び一体的に行う必要性を併せて記載すること。

・事業メニュー名欄には、実施要領別記３の別表２の事業メニュー名を記入すること。

・地区名欄には、事業の実施地区名を記入すること。

・事業内容欄は、整備しようとする具体的な施設の内容を記載すること。

・事業規模等欄は、施設ごとの棟数と床面積、林道や森林管理道等の場合は地区名と延長など、それぞれの事業内容に応じた事業規模を記載すること。

・活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性欄は、これら目標を達成する上で、各々の事業の実施が必要な理由を記載すること。なお、別表２の（３）の㉝自然・資源活用施設の単独整備を実施する場合は記載不要。

・「農泊」の取組を実施する場合には、備考の欄にどのように「農泊」と関連するかを明記すること。

（※）「農泊」とは、農山漁村において、日本ならではの伝統的な生活体験や農山漁村地域の人々との交流を楽しむ滞在（農山漁村滞在型旅行）をいう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　計



Ⅴ　他の施策との連携に関する事項

連携する施策名 事業メニュー名 地区名 連携する施策と交付対象事業の関連性等

【記入要領】

①交付対象となる事業のうち、実施要領第６に掲げる施策と連携して実施する事業にあっては、連携施策名、連携施策の内容及び交付対象事業との関連性を記載すること。

②連携する施策名には、実施要領第６に掲げる施策を記載すること。

③事業メニュー名欄には、実施要領の別表２の事業メニュー名を記載すること。

④地区名欄には、事業の実施地区名を記入すること。

⑤必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。



Ⅵ　農山漁村発イノベーション等整備事業（定住促進対策型、交流対策型）年度別事業実施計画
都道府

県
計画主体

事業別内容 R5 1 岡山県 真庭市 真庭市 北房地区 ○ R7

①事業費計

②市町村等附帯事務費

③県附帯事務費

総合計（①＋②＋③）

共同で計画作成を行う場合の内訳

○○町 事業費（ハード）

市町村等附帯事務費

××県 事業費（ハード）

都道府県附帯事務費

市町村等附帯事務費

【記入要領】

・実施要領別記３の第４の３の（１）のイに記載の発電施設の単独設置を実施する場合、計画の提出年度欄には、発電施設等を附帯する活性化施設の整備を実施する際に作成した活性化計画の提
　出年度を記載すること。

計画
の

提出
年度

新規
・

変更
の

区別

新規
「１」
変更
「２」

市町村名 地区名

地域指定状況

計画期間
最終年度

名称 名称

山村
振興

過疎
地域

特定
農山
村

半島
振興

離島
振興

豪雪
地帯

急傾
斜地

奄美
群島

指定
棚田
地域



離島振興
計画

輸出促進条
件整備

耕作放棄地
の解消に向
けた取組

地域再生
計画

まち・ひと・しご
と創生寄附活

用事業

定住自立圏
共生ﾋﾞｼﾞｮﾝ

国土強靱化施
策

福祉、教育、観光
等と連携した地域
活性化に向けた

取組

女性の能力の
積極的な活用に

向けた取組

地域別農業振
興計画

次世代農業農
村振興計画

指定棚田地域
振興活動計画

他の施策との連携

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

該当する連携
施策の番号｢
１～８｣を全て

記載

連携施策は
｢１｣を記載

連携施策は
｢１｣を記載

連携施策は
｢１｣を記載

連携施策は
｢１｣を記載



円 円 円 円

26
地域連携販売力強

化施設
2-第1-(2)

農産物直売所施設：1棟　332
㎡ R5 ～ R5

晴れの国岡山農業
協同組合 107,360,000 99,560,000 49,780,000 1/2 49,780,000

～

～

～

～

～

107,360,000 99,560,000 49,780,000 49,780,000

107,360,000 99,560,000 49,780,000 49,780,000

全　　体　　計　　画

事　業
メニュー
番　号

事業メニュー名
要件

類別等
番号

事業内容
及び

事業量
実施期間

事業実施
主体

全体事業費

交付対象
事業費

（Ａ）

交付金額

(千円未満切捨）

交付額
算　定
交付率

（Ｂ）

交付限度額

(Ｃ)＝(Ａ)×(Ｂ)
(千円未満切捨）



円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円

0 0 0
農産物直売所施設：1棟　332

㎡ 107,360,000 99,560,000 49,780,000 0 0 57,580,000 100 49,780,000 0

0 0 0 107,360,000 99,560,000 49,780,000 0 0 57,580,000 49,780,000 0

0 0 0 107,360,000 99,560,000 49,780,000 0 0 57,580,000 49,780,000 0

前　年　度　ま　で 本年度

全体事業費
交付対象
事業費

交付金額

(Ｄ)

事業内容
及び

事業量
全体事業費

交付対象
事業費

交付金額

(千円未満切捨）

県費 市町村費 そ　の　他

年度末
進捗率

(Ｅ)

単　年　度
交付限度額

(Ｃ)×(Ｅ)－(Ｄ)
(千円未満切捨）

消費税仕入
控除税額



円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

107,360,000 99,560,000 49,780,000

107,360,000 99,560,000 49,780,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0

107,360,000 99,560,000 49,780,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0

本年度までの累計 翌年度以降（予定）

翌年度以降の累計 令和６年度 令和７年度

全体事業費
交付対象
事業費

交付金額

全体事業費
交付対象
事業費

交付金額 全体事業費
交付対象
事業費

交付金額 全体事業費
交付対象
事業費

交付金額



円 円 円 円 円 円

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

令和８年度 令和９年度

備　　　考

全体事業費
交付対象
事業費

交付金額 全体事業費
交付対象
事業費

交付金額


